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LCCM住宅における光環境及び

照明エネルギー削減効果の検討
住宅研究部 主任研究員住環境計画研究室 三木 保弘

（キーワード） LCCM住宅、昼光照明、人工照明

１．はじめに

LCCM住宅（ライフサイクルカーボンマイナス住

宅）は、「住宅の長い寿命の中で、建設時、運用

時、廃棄時においてできるだけの省CO２に取り組

み、かつさらに太陽光発電などを利用した再生可

能エネルギーの創出により、住宅建設時のCO2排出

量も含め生涯でのCO2収支をマイナスにする住宅」

1)として提案されたものである。このLCCM住宅の

検討のため、(独)建築研究所を中心とした「ゼロ

エネルギー住宅に関する研究」という共同研究組

織が設立され、国土技術政策総合研究所は参画者

となっている。筆者は、この住宅の光環境及び照

明エネルギー削減効果についてとりまとめており、

本稿ではその概要について報告する。

２．LCCM住宅の光環境の検討

LCCM住宅の光環境の検討に際し、省エネ型住宅

である自立循環型住宅のために得られた光環境に

関する知見２）等をもとにコンセプトを立案し、昼

光照明はシミュレーションの専門家である学識経

験者、人工照明は照明デザイナーとのコラボレー

ションで検討を進めた。昼光照明は昼光導入によ

る眩しさの発生や、窓面の明るさとの対比で室内

が暗く感じれられ逆に照明消費が増えてしまう可

能性を考慮し、精度の高い昼光環境シミュレーシ

ョンソフトRadianceで検討を行った。季節、時刻

の違いで、南開口ルーバーの有無を中心に検討し、

初期計画案に対する昼光シミュレーション結果を

勘案し、その後の計画へ反映した（図－１）。人

工照明についてはLEDの小型・長寿命という特性を

生かした多灯分散型照明の考え方2)を基本とし、

平均として照度が低くても、分散させた照明によ

り生活行為に応じた作業の明るさは確保し、対比

を抑えたバランスをとる照明を加え不快感のない

照明計画とした。

図－１ 昼光照明のシミュレーション例

３．LCCM住宅の照明エネルギー削減効果の検討

LCCM住宅の人工照明による総容量は約480[W]で、

年間照明電力消費量は約530[kWh]（一次エネルギ

ー消費量約5.1[GJ]）となった。LEDは運用時のCO2

排出量がライフサイクル全体の殆どを占めること

を勘案すれば、演出を含めた光環境を十分に形成

しつつ環境負荷を低減することは可能である。

４．おわりに

LCCM住宅は、上記の検討を反映したデモンスト

レーション住宅が、建築研究所内に建設される。

2011年の2月に竣工し、完成後、居住者の生活状態

を再現した検証実験が行われる。今後、人工照明

の消費量計測や光環境実測を行う予定である。
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建物用途規制の性能基準化 
 

 

都市研究部 都市計画研究室長 明石 達生 

（キーワード） 性能規定、用途規制、発生交通量、交通騒音  

１．建物の出入り交通に着目 

国総研都市研究部では、都市計画・建築規制に

おける建物用途規制の方法を性能規定の考え方で

合理化することに向けて、定量的に予測・評価す

る技術的手法の開発に取り組んでいる。ここでは

その一環の研究成果として、建物利用に起因する

出入り交通に着目する方法を紹介する。 

都市計画の用途規制は、住宅、商店、工場とい

った相異なる用途が混在することで互いの機能や

環境を損ない合わないよう、住宅地、商業地、工

業地といった地域単位で主たる用途に負の外部影

響を及ぼすおそれのある建物用途の立地を禁じて

いる。これを性能規定の視点で捉え直すと、例え

ば建物を防音構造にして騒音が外部に漏れないよ

うにすれば、工場を住宅地に建てても構わないよ

うに思える。しかし、それでも建物に出入りする

交通を無くすることはできない。 

２．建物用途の発生交通と地域環境の静穏性 

 建物が発生する交通が及ぼす負の外部影響には

混雑や交通事故等があるが、ここでは「居住環境

の静穏性」を計量しやすい要求性能と考えて、交

通量と騒音レベルの関係に着目した。表１は、静

穏性に係る要求性能を等価騒音レベルの上限値で

仮設定したものである。一方、図１は、幅員11m

以下の生活道路における交通量・走行速度と騒音

レベルの関係を実測したものである。静穏な生活

環境（活動時間帯で55dB）を保持するには、周囲

の道路の通行状況を、少なくとも、車両の平均走

行速度が35km/h以下、歩行者＋自転車の通行量が

80人/h以下、かつ、車両の通行台数が25台/h以下

のレベルに抑えることが必要である。 

３．交通発生特性を性能指標に 

 図２は、建物用途による交通負荷の一例として、

食品等総合販売店、飲食店等のピーク時車両出入

り量の実測値分布である。来客駐車場やドライブ

スルーの有無等によって車両負荷レベルが大きく

異っており、こうした交通発生特性を各建物用途

の性能指標として用いれば、集客を自動車に依存

する用途は幹線道路沿いに、店舗が細街路の住宅

地に立地を求める場合には駐車場台数を抑制する

といった方法により、居住環境の静穏性と日常生

活の利便性の両立を図る誘導が可能になる。 

表１ 静穏性による地域の性能指標 

地域類型 要求性能
活動時間帯
（7時～20時）

くつろぎ時間帯
（20時～23時）

就寝時間帯
（23時～7時）

低層住居系 特に静穏を保持 50dB 45dB 45dB

一般住居系 静穏を保持 55dB 50dB 45dB

住商混在系 騒音の防止 60dB 55dB 50dB

工業系 著しい騒音の防止 65dB 60dB 55dB
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図１ 生活道路の通行状態と等価騒音レベル 
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図２ 店舗の出入り交通による車両負荷 
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